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1992 年 ASEAN 自由貿易地域（AFTA）創設に始まり、ASEAN は貿易・投資の自由化を進
めてきた。1990 年代にベトナム・ラオス・ミャンマ―・カンボジアが相次いで加盟し 10 カ国
に拡大した ASEAN は、貿易・投資に加え人の移動も自由化することで、単一市場と単一生産





げている。3 物理的側面の国際インフラ網としては、ASEAN 拡大以前の 1990 年代はじめから
                                                          
1 本稿は 2016 年 9 月 11-17 日に実施された専修大学社会科学研究所夏季実態調査に基づくものである。本
調査ではインドシナ半島の内陸部から東海岸部にかけて、タイ東北部ウボンラチャタニ市を出発点とし、
ラオス南部のチャンパサック県・セコン県・アタプー県を経て、ベトナム中部のコントゥム省を北上しダ
ナン市まで道のり推計約 750km を借上げ車輌で横断した。 
2 「連結性」を提唱するのは ASEAN に限ったことではない。地域協力や二国間協力で「連結性」の強化が






る（ASEAN Secretariat, 2010）。 





ることで同意した。4 また、ASEAN が 2004 年に策定した「ビエンチャン行動計画」や 2009























                                                          
4 タイのシサケット県、ウボンラチャタニ県、ラオスのチャンパサック県、サラワン県、セコン県、アタ
プー県、ベトナムのコントゥム省、クアンガイ省、ビンディン省は、観光業、ゴム・コーヒー栽培、エネ
ルギー、鉱物資源開発、森林保全などの分野で協力するとしている（Viet Nam News, 15 December 2011.）。 
5 1893 年にメコン東岸および島々がフランス領となり、1904 年に現在ラオスのチャンパサック県とサヤブ
リー県の一部であるメコン西岸の領土がフランス領に組み込まれた。 
－ 28 － 
に加わってはいなかった。地元住民にとってはメコン河を跨ぐ地勢上の結びつきは極めて容易














































（Jerndal and Rigg, 1999; Pholsena and Banomyong, 2006）。タイのイサーンではインドシ
ナ半島への玄関口として、地域発展の契機が生まれることに期待が寄せられた。ベトナム中部
にとっても東西経済回廊により半島の内陸部を経済的後背地として捉える可能性も生まれた










2-1. ASEAN との関係における貿易・投資 
ASEAN 拡大後の地域統合が進行するタイ・ラオス・ベトナムの物品・資本・人の移動を考
えるにあたり、三カ国の国単位の面積・人口・経済の規模は、表 1 の通りである。人口規模で
タイはラオスの約 10 倍、ベトナムはラオスの約 13 倍である。人口密度でもタイはラオスの約
4.6 倍、ベトナムはラオスの約 9.5 倍であり、ベトナムの人口密度はインドシナ半島の中でも
最も高い。経済発展ではタイが域内先進国であるが、後発のラオス・ベトナムは経済開放後高
い GDP 成長率を維持している。  
－ 30 － 
表 1：タイ・ラオス・ベトナムにおける面積・人口・経済規模（2015 年） 
 タイ ラオス ベトナム 
面積（㎢） 513,120 236,800 330,951 
人口（千人） 68,979 6,902 91,713 
人口密度（人/㎢） 134 29 277 
GDP（百万 US$） 395,726 12,639 193,407 
一人当たりの GDP（US$） 5,737 1,831 2,109 
実質 GDP 成長率（%） 2.8 7.6 6.7 
出所：ASEAN Statistics, Selected Indicators, Macroeconomic Indicators, 2016 より作成。 
 
物品移動の連結性に関して、貿易総額ではタイ・ベトナムとラオスの間に大きな差があるも
のの、9 ここでは ASEAN 域内と域外との貿易関係に注目したい（表 2）。タイとベトナムは輸





割合が高く対 ASEAN 域内輸出が 71.2%である。輸出ほどではないものの、ラオスの輸入総額
も 56.1%が ASEAN 域内からの輸入である。こちらもタイ、中国、ベトナムの比率が大きく、
車両部品、燃料、建設資材などを輸入している。ラオスにとっては ASEAN の隣国との貿易お
よび近年では中国が主要な貿易相手国であるのに対して、タイとベトナムは先進工業国や中国
との貿易が重要となっている。ASEAN は AFTA により域内の関税障壁を撤廃してきたが、貿
易における ASEAN 域内とのつながりは後発国のラオスが最も強いことが特徴的である。 
 
表 2：ラオス・タイ・ベトナムの対 ASEAN 域内・域外貿易（2015 年） 
国 




























ラオス 2,646 71.2 1,068 28.8 3,714 1,710 56.1 1,339 43.9 3,049 
タイ 61,926 28.9 152,470 71.1 214,396 42,895 21.2 159,856 78.8 202,751 
ベトナム 18,064 11.1 143,950 88.9 162,014 23,827 14.4 141,902 85.6 165,730 
出所：ASEAN Statistics, Intra- and Extra-ASEAN Trade, 2016 より作成。 
                                                          
9 三ヵ国間では、タイは対ベトナムと対ラオスで恒常的な貿易黒字であり、ラオスは対ベトナムで貿易黒
字である。 
－ 31 － 
資本の移動としての海外直接投資も ASEAN との関係上特徴がある。表 3 の通り、三ヵ国共




















ラオス 221.8  20.6 857.3 79.4 1,079.2  
タイ 1,413.7  17.6 6,613.8 82.4 8,027.5  
ベトナム 2,153.5  18.3 9,646.5 81.8 11,800.0  













Thai Hoa Group のラオス現地法人企業である Lao Thai Hoa Coffee Co., Ltd. は 2002 年にラ
オスで事業を立ち上げ、コーヒー栽培、加工、輸出を行っている。他事業ではゴム栽培を行っ
ているが、ボラヴェン高原ではコーヒー栽培に特化している。10 管理スタッフ 30 名、工場従
業員 80-120 名、農園 1 日 100 名程度を雇用しており、従業員の 8 割は近隣農村の住民であり、
農村での就労機会の提供につながっている。女性従業員は工場従業員の 5-10%である一方、農
                                                          
10 以下、2016 年 9 月 13 日視察・聞き取りに基づく。 

















こうして Lao Thai Hoa Coffee Co., Ltd. はベトナムからの投資でコーヒーを主要先進国に
輸出している。これら主要市場への輸出はバンコク経由である。ベトナム企業であるにも拘わ
らずベトナム経由での第 3 国への輸出がないことは興味深い。 
 
2-2-2. Advance Agriculture Co., Ltd.の事例 
同じくラオス南部のセコン県への外国投資と貿易のもう一つの例として、アスパラガスを生
産・輸出している日系企業 Advance Agriculture Co., Ltd.の事業事例を取り上げる。セコン県
はラオスの中でも特に開発の遅れた地域であり、2015 年の県人口は 113,048 人と、全国で最
も小規模な県である（Lao Statistics Bureau, 2015）。11 セコン県の中では最大の郡がタテン郡
で、人口は 38,622 人である（同上書）。Advance Agriculture Co., Ltd.はセコン県タテン郡カ
ムコック村に 2007 年現地法人を設立し、現地に整然と整備されたハウスが連なる 21ha の農
圃を擁する。12 ラオス現地雇用の管理スタッフは 28 名で殆どがラオ族である。農圃・工場・
管理部門の従業員は常におよそ 200 名前後と、農村地帯で雇用創出に寄与している。従業員の
多くは女性で、また半数以上が複数の少数民族である。収穫されたアスパラガスの 7-8 割は日
                                                          
11 サイソンブン特別区を除く。 
12 以下、2016 年 9 月 14 日視察・聞き取りに基づく。 
－ 33 － 
本へ輸出しており、1-2 割はタイへ、残りはラオス国内に出荷している。 
































ダナン経由の輸出経路は、ダナン空港から成田空港行きの便は 11:00 であるが、輸出日の前日 17:00 ま
－ 34 － 
以上の二事例は、対ラオス直接投資が ASEAN 域外への輸出につながっていることを示し、
国境地域が連結性の便益を直接享受できる事例と言えよう。連結性のニーズは物品の性質によ


































16 以下、2016 年 9 月 16 日ダナン市人民委員会・ダナン市投資促進センター聞き取りより。 
－ 35 － 
2016 年 9 月時点でダナン市には工業団地が 6 カ所、ソフトウェアパークが 1 カ所あり、他に
も建設中・計画中のハイテクパークや IT パークがある。 





83.9%が製造・加工業であり、ハイテクパークに日系企業が 30 社以上進出している。 
特筆すべきは、ベトナムの地方都市競争力指標（Provincial Competitiveness Index、以下
PCI）で、ダナン市は首位であることだ。PCI は 2006 年より毎年発表されており、2015 年ま
での 10 年間にダナン市は 6 回に渡り 1 位となった。コンテナ拡充・高速道路・トンネル整備
などのアクセス、ビジネスコストの低さ、離職率の低さ、IT 産業、市行政サービスの質などで
高い評価を受けている。特に市行政サービスについては、2014 年に設立されたダナン行政セン












年 346,460 人であった外国人旅行者総数は、2004 年以降飛躍的に伸び 2015 年には 4,684,429
人となった（図 1）。しかし主要な入国経路は、ビエンチャンとサワンナケート経由であり、外
国人旅行者全体のうちビエンチャンの第 1 友好橋からの入国者が約 26%、サワンナケートの第
2 友好橋からの入国者が約 19%を占める（Tourism Development Department, 2015）。 
                                                          
17 ASEAN が最終的に目指す人の移動は熟練労働者の移動だが、域内諸国間の観光目的査証の免除など、観
光部門の人の移動の推進が先行している。 







由のラオスへの入国者数は 1995 年の 14,314 人から増加したものの、2015 年に 245,400 人と
























出所：National Tourism Authority of Lao PDR, 1997, 2000, 2003.  Lao 
National Tourism Administration, 2006, 2008, 2012.  Tourism Development 




























































－ 37 － 
外国人旅行者総数の 5%程度である（図 1）。ここからのラオスへの入国者数は更に限られてお
り、2015 年は 194,140 人であった。入国者の国籍を見ると、ワンタオ・チョンメック経由の
ラオスへの入国者の約 94％がタイ人であり、プークア・ボーイー経由のラオスへの入国者の約















の人口は、28,378 人で、全人口の 0.4％である（Lao Statistics Bureau, 2015）。自給自足の生
業が基盤であるが、戦火を逃れるためなどで移住を余儀なくされた。ホアイフンタイ村では、
                                                          
20 本調査で実際に走行した経路の交通インフラを整理すると、先ずタイのウボンラチャタニからラオスの









これを「南北内陸コリドー」（同報告書英語版では North-South Upland Corridor）として、交通需要上は
道路拡張の必要はまだないが、海岸沿いの幹線道路が将来渋滞するようになれば、この道路は特に長距離
輸送車にとって代替経路になり得る重要なルートだとしている（アルメック・パシフィックコンサルタン












146-147 頁）。この一点目と二点目の可能性をあわせた形で、事業内容も一村一品（One District 





















                                                          
21 以下、サラワン県ラオンガム郡ホアイフンタイ村訪問と元 JICA 専門家の米坂浩昭氏のご説明より（2016
年 9 月 13 日）。援助事業には、2008-2011 年の「サバナケット県及びサラワン県における一村一品プロジ




々に広がりを見せている。タイでは、One Tambon One Product（OTOP）、ラオスでは One District One 
Product（ODOP）と呼ばれる。 











結びにかえて：国境地域の ASEAN 地域統合への期待 
 
タイ東北部、ラオス南部、ベトナム中部の地勢と歴史は多様な結びつきや断絶を生み出して




の 8 割前後が ASEAN 域外からの投資であり、ASEAN 域外との連結性が強い。しかし貿易に
おける物品の流れからは、隣接国とのつながりが最も強い国はラオスであり、タイとベトナム











                                                          
23 ウボンラチャタニ大学経営学部タンマウィモン・スックスーム教授のご講義（2016 年 9 月 12 日）によ
る。 
－ 40 － 
物品と人の移動において、後発国のラオスでタイおよびベトナムとのつながりによる域内連
結性が極めて強いことが明らかになった。また対ラオス直接投資が ASEAN 域外輸出につな




調査訪問を受け入れその後も補足情報を提供してくださった Lao Thai Hoa Coffee Co., Ltd.お
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